
平 成 １６ 年 度

厚生労働省予算案の主要事項

[ 計 数 整 理 の 結 果 、 異 動 を 生 ず る こ と が あ る 。 ]



平成１６年度厚生労働省予算案の概要

平成１６年度予算案 前 年 度 予 算 額 対前年度増加額（伸率）

２０兆１，９１０億円 １９兆３，７８７億円 ８，１２３億円（４．２％）

うち

社会保障関係費

１９兆６，３９１億円 １８兆８，２９１億円 ８，１００億円（４．３％）

（参 考）

一 般 会 計 ８２兆１，１０９億円

増 加 額 ３，２１８億円

伸 率 ０．４％

一 般 歳 出 ４７兆６，３２０億円

（一般歳出に占める厚生労働省予算の割合） ４２．４ ％

増 加 額 ３９８億円

伸 率 ０．１％

[計数整理の結果、異動を生ずることがある。]



      　　　  平成１６年度　厚生労働省予算案総括表

　　

【一般会計】

（単位：億円）

　　　     平成１５年度 　 平成１６年度 増△減額

　　　　区　　　　　　分  　 予    算    額 　 予　  算　  案

　　 （Ａ） 　　 （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

  一　　　般　　　会　　　計 　　 193,787 201,910 8,123

   ・ 社 会 保 障 関 係 費 188,291 196,391 8,100

   ・ 科 学 技 術 振 興 費 1,064 1,077 13

   ・ そ  の  他  の  経  費 4,432 4,442 10

（注）平成１5年度予算額は、当初予算額である。

　　

　　　　　〔計数整理の結果、異動を生ずることがある。〕



　　
【特別会計】

　　

 （単位：億円）

　　　   　平成１５年度 　 平成１６年度 増△減額

　　　　　区　　　　　分     予    算    額 　 予    算    案
　　 （Ａ） 　　 （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

 特　　  別　 　　会　 　　計 　　 698,736 702,860 4,124

　　

 　厚 生 保 険 特 別 会 計 422,436 429,407 6,971

   船 員 保 険 特 別 会 計 781 724 △ 56

   国 立 病 院 特 別 会 計 9,798 　　   △ 9,798

   国 民 年 金 特 別 会 計 221,392 228,761 7,369

   労 働 保 険 特 別 会 計 44,329 42,518 △ 1,811

　 国立高度専門医療ｾﾝﾀｰ

                       特別会計  1,448 1,448

　　　厚生保険特別会計及び国民年金特別会計の事務費について、平成１６年度において、財政上の

　 特例措置を継続することとしている。

（注）

  １．平成１5年度予算額は、当初予算額である。

　２．特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。

　　　ただし、労働保険特別会計においては、徴収勘定を除いたものである。

　３．計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

　　　　〔計数整理の結果、異動を生ずることがある。〕
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第１ 次世代育成支援対策の推進

急速な少子化の進行等を踏まえ、次代の社会を担う子どもが健やかに

生まれ、かつ、育成される環境の整備を図る「次世代育成支援」に重点

的に取り組む。

このため、子育て家庭支援対策の充実を図るとともに、多様な保育

サービスの推進、子育て生活に配慮した働き方の改革、児童虐待防止対

策、母子保健対策、母子家庭等の自立への支援、不妊治療の経済的支援

及び新たな小児慢性特定疾患対策の確立など各種施策を総合的に推進す

る。

また、平成１５年度税制改正に関連した「少子化対策の施策」につい

ては、本年１１月１９日の与党における合意を踏まえ、児童手当の支給

対象年齢の見直し、地域における子育て支援体制の強化、児童虐待防止

対策の充実、不妊治療の経済的支援、新たな小児慢性特定疾患対策の確

立などの施策の推進を図る。

１ 子育て家庭支援対策の充実

， （ ， ）３ ２７５億円 ２ １４１億円

注：括弧内は１５年度予算額

（１）地域における子育て支援体制の強化 １１１億円
次世代育成支援対策推進法の制定及び改正児童福祉法における子育て支援事業

の法定化等を踏まえ、地域における子育て支援事業の推進を図るための基盤整備

を行う。

○ つどいの広場事業の充実 １６億円
子育て中の親子が気軽に集い相談・交流できる「つどいの広場」について身

近な場での設置を推進する。

→ ５００か所８５か所

○ 育児支援家庭訪問事業の創設（新規） ２０億円
、 、出産後間もない時期や 様々な原因で養育が困難になっている家庭に対して

育児・家事の援助や、具体的な育児に関する技術指導を行うことにより、個々

の抱える養育上の諸問題の解決、軽減を図る （９５７市町村で実施）。

○ １８億円乳幼児健康支援一時預かり事業の充実
保育所に通所中の児童等が、病気回復期のため集団保育が困難となる間の、

当該児童の保育所・病院等における一時預かり等の事業を行う。

４２５市町村 → ５００市町村
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○ 子育て支援基盤整備事業の推進 １９億円
地域における各種の子育て支援サービスの一元的な情報収集・提供、利用者

への助言等を行う「子育て支援総合コーディネーター」の配置を進めるなど、

子育て支援事業の基盤整備を推進する。

２５０市町村 → ５００市町村

○ 子育て支援総合推進モデル事業の創設（新規） ４億円
市町村行動計画において子育て支援を先駆的・総合的に推進しようとする市

町村をモデル自治体として指定し、全国的な子育て支援施策の取組の強化に資

する。

また、地域の医療、法律等の専門機関からの協力を得て、児童相談所が相談

機能の強化を図る等、地域の養育力を高める先駆的取組を推進する。

都道府県 ・ 市町村 ５０か所１０か所

（２）地域子育て支援センターの整備 ５１億円
子育てサークルの支援や育児相談を行う地域子育て支援センターの整備を推進

する。

２，７００か所 → ３，０００か所

（３）放課後児童クラブの拡充 ８７億円
放課後児童の受入れ体制の整備を推進する。

１１，６００か所 → １２，４００か所

（４）ファミリー・サポート・センターの設置促進 ２０億円
地域の子育て支援機能を強化するため、子育て中の労働者や主婦等を会員とし

て、地域における育児の相互援助活動を行うファミリー・サポート・センターの

設置を促進する。

３５５か所 → ３８５か所（本部）

（５）シルバー人材センターによる子育て支援事業の拡充 ６．７億円
高齢者の就労機会・社会参加の場を提供するシルバー人材センターにおいて、

乳幼児の世話や保育施設との送迎などの育児支援、就学児童に対する放課後・土

日における学習・生活指導等の支援を行う実施活動拠点を拡充する。

１４１拠点 → ２３５拠点

（６）児童手当国庫負担金 ２，９３２億円
平成１６年４月１日より、児童手当の支給対象年齢を就学前から小学校第３学

年修了までに引き上げる。

２ 多様な保育サービスの推進
， （ ， ）３ ４５６億円 ４ ８５５億円

（１）保育所の待機児童ゼロ作戦の推進 ４３７億円
○ 保育所の受入れ児童数の増大 ３９３億円

待機児童ゼロ作戦を推進するため、保育所受入れ児童数を約５万人増やすと

ともに、施設整備を推進する。
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○ 特定保育事業の拡充 ２６億円
週２、３日程度又は午前か午後のみ必要に応じて柔軟に利用できる特定保育

事業の対象年齢を、３歳未満から就学前までに拡大する。

１１，１００人 → ２８，８００人

（２）多様な保育サービスの提供 ３，０１９億円

○ 延長保育の推進

３１８億円１１，５００か所 → １３，１００か所

○ 休日保育の推進

３．８億円５００か所 → ７５０か所

○ 一時保育の推進

２６億円４，５００か所 → ５，０００か所

※ 公立保育所の運営費（１，６６１億円）については、三位一体の改革（国庫補助

負担金見直し）の平成１６年度における対応として一般財源化を図ることとされた

が、その際に、官房長官、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、自民党政調会長及

び公明党政調会長の６者の間で「公立保育所については、地方自治体が自らその責

任に基づいて設置していることにかんがみ一般財源化を図るものであり、民間保育

所に関する国の負担については、今後とも引き続き国が責任を持って行うものとす

る」と合意された 。（平成１５年１２月１０日）

（ ）３ 子育て生活に配慮した働き方の改革 １５億円 １５億円

○ 育児休業制度等の見直し ２２百万円

「次世代育成支援対策に関する当面の取組方針」を踏まえ、より利用しやす

い仕組みとするという観点から、育児休業制度等について、関係審議会におけ

る検討の結果を受けた見直しを行う。

○ 育児休業取得等の目標達成に向けた集中的な取組 ９．９億円
男女別育児休業取得率、勤務時間の短縮等の措置の普及率及び子どもの看護

休暇制度普及率について設定した目標値の達成に向けた各種助成措置や普及啓

発等により、平成１６年度末までの集中的な取組を実施する。

○ 育児等離職者の再就職支援の充実 ４億円
育児等の理由で離職した再就職希望者のニーズに対応した支援を行うため、

キャリアコンサルタントの活用や職場体験講習の実施により、きめ細かな計画

的支援を行う「チャレンジサポートプログラム（仮称 」を実施する。）

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定に対す

る支援（新規） ２３百万円
一般事業主行動計画の策定を支援するため、具体的な取組の実施に当たって

参考となる好事例集及びモデル行動計画の作成、講習会の実施、事業主に対す

る相談等を行う。
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４ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実

（ ）１８１億円 ６２億円

（１）児童虐待防止対策など児童の保護・支援の充実 １６６億円
○ 施設の小規模化の推進 ２３億円

被虐待児等を家庭的な環境の中で養育するため、地域小規模児童養護施設を

拡充する。

また、児童養護施設において、小規模なグループによるケアを行う体制を整

備し、これに対応した職員を配置することにより、全児童養護施設において少

なくとも１単位の小規模ケアを実施する。

○ ケア担当職員の質的・量的充実 ５０億円

児童養護施設等の入所児童の早期家庭復帰等を図るため、施設入所前から退

所、更には退所後アフターケアに至る総合的な家族調整を担う家庭支援専門相

談員（ファミリーソーシャルワーカー）を配置するとともに、被虐待児個別対

応職員の配置の拡充等を図る。

○ 里親支援の拡充 ４．５億円

里親からの援助の求めに応じて派遣する「里親養育援助事業」を創設すると

ともに、里親自身の養育技術の向上等を図る「里親養育相互援助事業」を実施

する。

○ 総合的な自立支援の拡充 ２．３億円

自立援助ホームのか所数の拡充を図るとともに、生活福祉資金制度を活用し

て、就職・就学を促進する。

（２）配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）への対策の推進

１５億円
○ 婦人相談所（一時保護所）への主に同伴乳幼児の対応を行う指導員の

配置（新規） ２９百万円
乳幼児を伴って婦人相談所に一時保護された被害者が心理療法等を受けられ

るようにするとともに、被保護者が同伴した乳幼児の対応を行うための指導員

を配置する。
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５ 子どもの健康の確保と母子医療体制等の充実

（ ）２８１億円 ２２９億円

（１）子どもの健康・医療の確保 ５４億円

○ 小児救急医療体制の整備 １７億円

小児救急医療拠点病院等の整備を引き続き推進するとともに、新たに地域の

小児科医による夜間の保護者等向けの全国どこでも同一の短縮番号でかけられ

る電話相談体制を整備する。また、地域の内科医等を対象とした小児救急に関

する医師研修の実施などにより、小児救急医療体制の充実を図る。

○ 小児科・産婦人科若手医師の育成 １億円

小児科・産婦人科医の意識や勤務の現状を踏まえ、若手医師の確保や資質の

向上のための研究を行う。

（２）周産期医療体制の充実 ７３億円

周産期医療体制（母胎が危険な妊産婦や低出生体重児に適切な医療を提供する

） 、 、医療体制 の整備を推進するとともに 不妊専門相談センターの充実を図るなど

出産を望む女性に対する医療面の支援を拡充する。

周産期医療ネットワーク ３７都道府県 → ４７都道府県

不妊専門相談センター ４２か所 → ４７か所

（３）不妊治療の経済的支援（新規） ２５億円
不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療

費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。

（４）新たな小児慢性特定疾患対策の確立 １２８億円
小児慢性特定疾患治療研究事業を見直し、小児慢性特定疾患を持つ患者に対す

る安定的な制度として、法整備を含めた制度の改善・重点化を行うとともに、小

児慢性特定疾患児に対する日常生活用具の給付を行うなどの福祉サービスを実施

する。

６ 母子家庭等自立支援対策の推進

， （ ， ）３ １１８億円 ２ ６９４億円

○ 母子家庭等の子育てと生活の支援の推進 ２６億円
子育てや生活支援策として、日常生活支援事業等の着実な推進を図る。

○ 母子家庭等の自立のための就業支援 ２３億円
母子家庭等就業・自立支援センター事業の定着・推進を図るとともに、新た

にブロック別にセミナーを実施する。

「母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法」の施行を踏まえ、就業支

援について一層の推進を図る。
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○ 母子寡婦福祉貸付金の充実 ５０億円
、 。就学支度資金の貸付限度額の引上げにより 母子寡婦福祉貸付金を充実する

○ 児童扶養手当 ３，０１９億円
平成１５年の消費者物価の下落分（マイナス０．２％～０．４％の見込み）

の児童扶養手当額の改定を行う。

（ ）平成１６年４月実施

・児童扶養手当額への影響（△０．２％の場合）

児童１人 全部支給（月額） ４２，０００円 → ４１，９２０円

一部支給（月額） ４１，９９０円 ～ ９，９１０円

→ ４１，９１０円 ～ ９，８９０円

・平成１６年１月下旬に平成１５年の年平均の消費者物価指数が確定するのを

待って、次期通常国会に年金額等の物価スライドの特例措置を講ずるための

法案を提出することとする。
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第２ 活力ある高齢社会の実現と安定した年金
制度の構築

少子化等社会経済情勢の変化に柔軟に対応できる、長期的に安定した

年金制度の構築を図る。

また、雇用と年金との接続を強化し、少なくとも年金支給開始年齢ま

では働き続けることができるよう、６５歳までの雇用の確保や中高年齢

、 。者の再就職支援を強化するとともに 高年齢者の多様な就労を促進する

さらに、介護保険制度の安定的な運営を確保するとともに、介護サー

ビスの質の向上や提供体制の整備、痴呆性高齢者対策の推進、介護サー

ビスの適正化の推進等を図る。

１ 長期的に安定した信頼される年金制度の構築

， （ ， ）５兆８ ２４６億円 ５兆６ ２８４億円

５兆８，２４６億円（１）年金給付費国庫負担金

基礎年金の国庫負担割合の引上げ○

基礎年金の国庫負担割合については、平成１６年度は、現行の３分の１

の国庫負担に年金課税の見直しにより生ずる初年度の増収分（厚生年金・

国民年金で２６４億円）を加えた額を負担することとする。

、平成１５年１２月１７日年金改革に関する政府・与党協議会においては

基礎年金の国庫負担に関し

・平成１９年度を目途に、政府の経済財政運営の方針との整合性を確保

しつつ、社会保障全般の改革の動向等を勘案し、所要の安定財源を確

保する税制の抜本改革を行った上で、平成２１年度までに基礎年金の

国庫負担割合を２分の１に引き上げる。

・引き上げは、当面、平成１６年度税制改正における年金課税の見直し

による増収分（交付税控除後の国分）を財源とし、平成１６年度から

着手する。

・平成１７年度及び１８年度において、国庫負担の割合を適切な水準に

。（ （ ） 、まで引き上げるものとする いわゆる恒久的減税 定率減税 の縮減

廃止とあわせ、三位一体改革の中で、国、地方を通じた個人所得課税

の抜本的見直しを行い、安定した財源を確保）

ことが了承されている。
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平成１６年度の年金額○

平成１５年の消費者物価指数は対前年比マイナス０．２％～０．４％程度と

なる見込みである （法律どおりの取扱いならば、平成１６年度の年金額等に。

ついては、１２年度から１４年度に据え置いた１．７％と合わせて、マイナス

１．９％～２．１％の改定となる ）。

しかしながら、平成１５年度の物価スライドと同様、現役世代の賃金が低下

している中で、保険料を負担する現役世代との均衡の観点から、高齢者等の生

活に配慮しつつ、特例として、平成１５年の消費者物価の下落分（マイナス

０．２％～０．４％の見込み）のみの年金額の改定を行うこととする。

・年金額への影響（△０．２％の場合）

（平成１５年度） （平成１６年度）

※厚生年金（月額） ２３５，９９２円 → ２３５，５１７円

〔サラリーマン世帯の標準的な年金額〕

※国民年金（月額） ６６，４１７円 → ６６，２８３円

〔老齢基礎年金〕

・平成１６年１月下旬に平成１５年の年平均の消費者物価指数が確定するのを

待って、次期通常国会に年金額等の物価スライドの特例措置を講ずるための

法案を提出することとする。

（２）厚生年金保険料率の引上げ

平成１６年年金改革の一環として、厚生年金保険料率を平成１６年１０月から

引き上げる。

現行 13.58％ → 平成16年10月から13.934％（0.354％の引上げ）

〔本人分 6.79％〕 〔本人分 6.967％（0.177％の引上げ 〕）

３９百万円（３）年金通算協定の推進

国際的な人的交流が活発化し、また、企業間の国際競争が激しさを増す中で、

年金制度への二重加入の防止及び年金受給権の確保を図る年金通算協定について、

締結に向けた取組を着実に推進する。
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２ 高年齢者等の雇用・就業対策の強化
（ ）８７６億円 ９３１億円

（１）６５歳までの雇用機会の確保 ～雇用と年金との接続～

５１０億円
少なくとも６５歳までは意欲と能力のある限り働き続けることができる環境を

整備するため、定年の引上げ、継続雇用制度の導入、短時間正社員制度の整備等

を行う事業主に対し、相談・援助等の支援を行う。

（２）中高年齢者の再就職支援の強化 １１２億円
○ 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた基盤づくり事業の創設

（新規） ３億円

年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け、高年齢者等の募集・採用から

職場定着するための体制づくりに係る好事例の収集・分析等を活用した個別企

業に対する相談・援助等の支援や幅広い普及啓発を行う。

（３）高年齢者の多様な就労の促進 ２５４億円
○ シルバー人材センター事業の拡充 １４１億円

、 、高齢者が生きがいを持って地域社会で生活するため 定年退職後等において

軽易な就労を希望する高齢者に対し、高齢者の意欲や能力に応じた就労機会、

社会参加の場を総合的に提供するシルバー人材センター事業を拡充する。

３ 介護保険制度の着実な実施と関連施策の推進
２兆５３５億円（１兆８，９２９億円）

（１）介護保険制度の安定的運営の確保 １兆８，７１４億円
○ 介護給付に対する国の負担等 １兆７，９２１億円

（２）介護サービスの質の向上 １７億円
○ 介護サービスの第三者評価モデル事業の実施（新規）

利用者による良質なサービスの選択を支援するとともに、介護サービスの質

の向上を促すため、第三者による介護サービスの質の評価等をモデル的に実施

する （ 介護予防・地域支え合い事業」に計上）。「

○ ケアマネジメントの質の向上 １２億円

介護支援専門員（ケアマネジャー）に対する現任研修等を着実に実施すると

ともに、ケアマネジャーに対する指導・助言等の援助を行うケアマネジメント

リーダーの養成や、ケアマネジャーに対する個別相談やケアプランの作成支援

等を行う「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業」を推進する。
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（３）介護サービスの提供体制の整備 １，７３９億円

○ 特別養護老人ホーム等の整備 ９３９億円

特別養護老人ホーム等の整備を計画的に行うとともに、サテライト方式によ

るデイサービスの推進を図るため、民家改修経費について支援を行う。

○ ユニットケアの研修の実施 １億円

ユニットケアの特徴を活かしたサービス提供を確保するため、ユニットケア

を導入する特別養護老人ホームの管理者等に対して研修を実施する。

ユニットリーダー実地研修施設 １０か所 → １５か所

（４）痴呆性高齢者対策の推進 ６．４億円
痴呆性高齢者が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、地域の

見守り・支援体制の構築を進めるとともに、グループホームの開設予定者に対す

る研修の実施、外部評価機関の立上げ支援等を実施する。

（５）適正化の推進等 ６０億円
介護保険の円滑かつ安定的な運営を確保するため、介護サービスの適正化を推

進するとともに、事業の広域化を図る市町村等に対し、システムの構築経費等へ

の支援を行う。
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第３ 雇用再生に向けた労働市場政策の推進

依然として厳しい雇用失業情勢及び構造改革が加速される中での雇用

への影響に対応し、早期再就職を強力に促進するとともに、官民による

労働力需給調整機能の強化を進める。

あわせて、民間を活用した長期失業者対策の強化、地域の自主性を活

かした雇用創出の促進、産業別、職業別の労働移動支援等、失業者の特

性に応じたきめ細かな雇用対策を推進し、雇用再生の実現を図る。

１ 早期再就職促進のための支援策の強化

（ ）５９２億円 ５３８億円

○ 非自発的求職者一人一人を対象にした「就職実現プラン（仮称 」の）

策定及びこれによる個別総合的な就職支援の実施（新規） １３億円

会社都合による離職者や自営廃業者であって家計の担い手である３５歳以上

の求職者に対し、再就職に向けた求職活動計画（就職実現プラン（仮称 ）を）

個人毎に作成し、これに基づき個別総合的な相談援助を実施する。

○ 早期就職の緊要度が高い求職者に対する就職支援の強化 ４４億円
早期就職の緊要度が高い求職者に対し、求人開拓から就職に至る一貫した就

職支援を個々人ごとにきめ細かく実施する専任の支援員（就職支援ナビゲー

ター）を増員し、効果的な就職支援を行う。

○ 未充足求人へのフォローアップの徹底等求人者サービスの充実を通じ

た就職促進 ５．９億円
公共職業安定所に申し込まれた求人が未充足となっている事業主に対し、求

、 、職者情報の提供 事業所見学会等の求人充足に向けたフォローアップを徹底し

求職者の就職促進を図る。

○ 雇用関係情報の積極的提供 ７．８億円
官民連携した雇用情報システムである「しごと情報ネット」について、求職

者情報の提供、職業能力開発情報に係るホームページとの接続等の機能の拡充

を行う。

○ サービス分野等における雇用機会創出の推進 ２．５億円
、 「 」 、・学識者 産業界有識者等からなる 雇用創出企画会議 を開催するとともに

新たに地域に密着した事業（コミュニティ・ビジネス）に関して、関係者交

流会の実施、関連支援サービスの一体的な情報提供を行う相談窓口の試行的

開設を行う。

・ サービス分野等に係る人材育成プロジェクト」により、今後求められる人「

材ニーズ等を把握分析して情報提供を行うとともに、官民連携してサービス

分野への就職等を目指した能力開発に関するガイダンス講習を実施する。
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２ 失業者の特性に応じたきめ細かな就職支援の実施
（ ）６９３億円 ６０５億円

（１）長期失業者対策の充実・強化（緊急雇用創出特別基金の活用）
○ 成果に対する評価に基づく民間委託による長期失業者の就職支援

（ ）新規
公共職業安定所での求職活動により就職に至らなかった１年以上の長期失業

者等について、就職支援から就職後の定着指導までを民間事業者に包括的に委

託し、安定した就職の実現を図る事業を大都市圏において緊急雇用創出特別基

金を活用して実施する。

、 。事業の委託に当たっては 成果に対する評価に基づく報酬の誘因を付与する

実施地区数 １０地区 基金規模 ７１億円

（２）地域主導による雇用対策の推進 ９６億円
○ 地域の自主性を活かした雇用創出の促進 ４６億円

地域が行う経済の活性化と地域雇用の創造に関する自主的な取組に対して、

雇用対策の面から支援するため、地域雇用開発促進法に基づく雇用機会増大促

進地域の市町村及び地元経済界による雇用創出のための事業に対する支援を行

うほか、求職活動援助地域におけるミスマッチ解消事業（地域求職活動援助事

業）について、都道府県の企画・立案による実施方式に改めるなど、地域主導

による雇用対策を推進する。

○ 公共職業安定所と地方公共団体との共同・連携による効果的な職業紹

介、情報提供の推進 １１億円

地方公共団体の行う無料職業紹介事業について、要請に応じて公共職業安定

所の求人情報を提供するとともに、地方公共団体との共同により国の職業紹介

と地方公共団体の生活相談等を一体的に提供するサービスを実施する。

○ 地域の労使による就職支援事業の推進 ２４億円
地域の民間の労使団体が雇用の改善のために相協力して行う求人・求職ニー

ズ調査や求人の働きかけ、求職ガイダンス、求人・求職情報の作成・提供、就

職面接機会の設定、その他の再就職の促進に資する事業を支援する。

（３）産業別・職業別の労働移動、人材確保対策の推進 ５５５億円
○ 建設労働者の円滑な労働移動に対する総合的支援（ 建設雇用再生「

トータルプラン（仮称 ） ２３億円）」
過剰供給構造の是正に向け企業の連携・再編が進められている建設業におい

て、業界内外での円滑な労働移動の支援や新規・成長分野への進出の促進、労

働移動等に関する相談窓口の設置等の施策を総合的に実施する。
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○ 農林業等への多様な就業の支援（ 農林業をやってみよう」プログラ「

ムの推進） ６３百万円
農林業等就職相談コーナー等により、農林業等への多様な就業希望に応える

べく、農林水産省との連携のもとに求人情報の提供、職業相談・紹介、農林業

等関連各種情報の提供等を行う。

（４）失業者向け生活関連情報の公共職業安定所による一元的提供体制の

整備 ５．７億円
大都市部の公共職業安定所において、失業に直面した際に生ずる社会保険・税

制、住宅・教育・育児、心の悩み等の生活関連情報について各分野の専門家によ

る相談・助言を一元的に行う生活関連情報相談コーナーを設置、運営するととも

に、ハローワークインターネットサービスを活用し、全国の失業者に同様の情報

提供を行う。
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第４ 若年者を中心とした人間力の強化

我が国にとって人材が国家の基礎であることから、経済社会の活力の

維持・向上を図るため、今後の時代を担う若年者の人間力の総合的な強

化を図る「若者自立・挑戦プラン」を推進するとともに、労働者個人が

主体的なキャリア形成を図ることができるようにするための条件整備や

厳しい雇用失業情勢の中で再就職を促進するための効果的な能力開発シ

ステムの構築を図る。

１ 「若者自立・挑戦プラン」の推進

（ ）３０１億円 ２５２億円

（１）教育段階から職場定着に至るキャリア形成・就職支援の実施

４６億円

○ 中高生仕事ふれあい活動支援事業の拡充 １３億円

学校等と連携して、中高生自らが職業に関する取材活動、職業体験、ボラン

ティア体験等を行うことにより 在学中からの職業に対する意識を啓発する 中、 「

高生仕事ふれあい活動支援事業」の対象地域を拡充する。

１６都道府県 → ３２都道府県

○ キャリア探索プログラムの拡充等による職業意識形成支援の推進

１６億円

企業人等働く者を講師として学校に派遣し、職業や産業の実態、働くことの

意義、職業生活等に関して生徒に理解させ自ら考えさせるキャリア探索プログ

ラムについて、早い段階からの職業意識形成を支援するため、高校のほか小中

学校においても実施する。

○ 若年者ジョブサポーターによる新規学卒者等のマッチングの強化

１３億円

在学中の早い段階からの職場見学等による職業理解の促進から就職後の職場

定着までの各段階を通じてマンツーマンによる一貫した支援を行う若年者ジョ

ブサポーターを全国の公共職業安定所に配置し、中学・高校卒業者の円滑、的

確な就職を実現する。

○ 学卒就職者の早期離職防止対策モデル事業の実施（新規）

３１百万円

就業意欲や職業能力の向上の動機づけ、職場でのコミュニケーション能力の

付与等を内容とする業界単位の集団研修、職場定着のための事業所内の相談、

助言体制の整備等を内容とするモデル事業を地域の事業主団体等に委託し、実

施する。
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○ 職業意識啓発や就業に係る基礎的知識等の能力開発支援の拡充

３．８億円

フリーター等の若年者に対し、民間教育訓練機関等を活用し、グループカウ

ンセリングによる職業意識啓発やマナー講習等に加え、新たに企業での職業体

験を実施する。

（２）実務・教育連結型人材育成システム（日本版デュアルシステム）の

導入（新規） ７５億円

若年者を対象とした新たな人材育成システムとして、企業と教育機関をコー

ディネートし、企業実習と一体となった教育訓練を行うとともに、修了時に実践

力の能力評価を行うことにより一人前の職業人を育成する「実務・教育連結型人

材育成システム（日本版デュアルシステム 」を導入する。当面は学卒未就職者や）

近年急増しているフリーターを中心に広範に推進する。

訓練計画数 平成１６年度 ４万人

（３）若年者向けキャリア形成支援の推進 ９．７億円

○ 専門的なキャリア・コンサルタントの養成・活用（新規）

１．２億円

若年者向けの専門的なキャリア・コンサルタントに必要な能力基準等を策定

するとともに、必要な能力付与を行うための訓練を職業能力開発大学校等で実

施し、若年者対策での活用を推進する。

○ フリーター等が相互に職業意識を高めるための拠点づくりの推進

８．５億円

フリーター等が相互に職業意識を高めるための拠点として大都市部に開設し

ている「ヤングジョブスポット」について、民間団体への運営委託を進めると

ともに、企業や大学等を含めた関係者との連携を強化し、より効果的な運営を図る。

（４）若年労働市場の整備 １２７億円
○ 学卒、若年者向けの実践的能力評価・公証の仕組みの整備

６．６億円
学卒、若年者向けの能力評価として技能系から事務系にわたる幅広い職種を

対象とした実践的能力評価、公証の仕組みの整備を行う。

○ 企業における若年者の採用・育成方針の集約と情報開示等の推進

（新規） １９百万円

企業が若年者に求める能力要件を調査・分析して取りまとめ、若年者への情

報提供を行うとともに、若年者の人材育成に積極的な企業の事例の収集及び分

析を行う。

○ 若年者試行雇用事業の推進 ８６億円

学卒未就職者等の若年失業者に実践的な能力を取得させ、常用雇用へ移行す

るため短期間の試行雇用を実施して、若年者の雇用を推進する。
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○ フリーターから正社員への登用制度の普及促進（新規） １８百万円

フリーターに対して安定就労の動機付けや職業生活に必要な知識・技能の付

与等をしつつ、正社員として登用する制度を有する企業の事例を収集、分析す

るとともに、これを活用した事業主に対する普及促進のためのセミナー、相談

・援助を実施する。

（５）地域との連携・協力による若年者就職支援対策の展開（新規）

２７億円

若年者のためのワンストップサービスセンター（通称ジョブ・カフェ）や地域

の経済団体等に対し、企業説明会等の事業を委託するとともに、都道府県の要請

に応じワンストップサービスセンターに公共職業安定所を併設するなど、地域と

の連携・協力による効果的な就職支援対策を推進する。

２ キャリア形成支援のための条件整備の推進

（ ）４９億円 ６１億円

（１）多様なニーズに応じたキャリア・コンサルティング実施体制の整備

３０億円

・キャリア形成（職業経歴を通した能力形成）についての相談支援を強化する

ため、民間機関、職業能力開発大学校等においてキャリア・コンサルタント

の養成を推進するとともに、公共職業安定所や民間企業等での活用を図る。

・労働市場や心理学、キャリア形成等に関する理論、実践にわたる高度専門的

な能力に基づき、より専門性の高いキャリア・コンサルティングを行う人材

の養成に向け、その能力要件の明確化と学習カリキュラムの検討を行う。

（２）幅広い職種を対象とした職業能力評価制度の整備 ６．４億円

労働者のキャリア形成や労働市場の機能強化を図るため、ホワイトカラーを含

め、幅広い職種を対象とした職業能力評価基準の策定を業界団体等との連携の下

で進めるとともに、策定された評価基準等の普及促進を図る。

３ 高度かつ効果的な職業能力開発システムの整備

（ ）２４６億円 ２３４億円

○ 民間を活用した効果的な職業訓練と就職支援の推進 ２３８億円

専修学校や大学・大学院等の民間を活用して職業訓練から就職支援まで一貫

した支援を推進する。このうち民間への訓練委託については、就職率向上を

、 。 、図るため 訓練委託費を就職実績を踏まえて交付する仕組みを導入する また

求人事業所等を活用した求人ニーズに即したオーダーメード型訓練の推進を

図る。
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○ 産学連携による大学等を活用した高度かつ実践的教育訓練の開発

（新規） ８百万円

大学及び事業主団体等からなる産学協議会を設置し、大学・大学院等を活用

した社会人向けのモデルカリキュラムを開発するとともに、そのモデル実施、

効果測定を行い、今後の高度な人材養成に活用する。

○ 新たなものづくり等に向けた先端的な取組 ７．４億円

係る相談援助、人材育成を行う創業サポートセンターに・起業や新分野展開に

おいて、離職者向け訓練の実施や創業人材と支援者等とのマッチング、ネッ

トワークづくりを図る等の拡充を行う。

・技術・技能の変化に即応し、創意工夫も出来る実践力のある人材を育成する

ため、技能五輪の機会を活用した若年者のものづくり教育の推進や集積地に

おける地域の事業主団体等が行う人材育成に対する支援を行う。
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第５ 多様な働き方を可能とする労働環境の整備

経済環境が著しく変化し、少子・高齢化が進行する中、個々の労働者

がそれぞれの状況に応じて自律的に働き方を選択し、仕事と生活の調和

を実現できるよう、多様で柔軟な働き方を可能とする環境整備を推進

する。

また、賃金不払残業の解消など誰もが安心して働ける環境づくりを推

進するとともに、男女雇用機会均等の確保や不当労働行為事件にかかる

審査の迅速化・的確化の促進など、公正な働き方を推進する。

１ 多様で柔軟な働き方を可能とする労働環境の整備

（ ）１７億円 １７億円

（１）仕事と生活の調和のとれた働き方を可能とする環境整備

９億円

働く者が仕事と生活の調和を図りつつ、多様な働き方を自律的に選択できるよ

う、年次有給休暇の取得促進、柔軟な労働時間管理等の推進を図るとともに、労

働環境の整備について検討を行う。

（２）パートタイム労働者と正社員との均衡処遇の推進 ５．１億円

パートタイム労働者と正社員との均衡の確保に向けた先駆的、モデル的な取組

を行う事業主を支援すること等により、パートタイム労働者と正社員との間の均

衡処遇の浸透・定着に向けた環境整備を図る。

（３）ワークシェアリングの導入推進

○ 多様就業型ワークシェアリング導入モデル開発事業の実施

２．４億円
個人の生活設計に応じた柔軟で多様な働き方を選択できる「多様就業型ワー

クシェアリング」について、短時間正社員制度導入モデルの開発を進めるとと

もに、ワークシェアリングに関する普及啓発を行う。

２ 誰もが安心して働ける環境づくり
（ ）２８８億円 ２８１億円

（１）賃金不払残業の解消に向けた取組の推進 １．３億円

監督指導体制の一層の強化を図るとともに、無料電話相談窓口の開設 「賃金不、

払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針」の周知・啓発等により

賃金不払残業の解消に向けた取組を促進する。
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（２）過重労働による健康障害防止対策、メンタルヘルス対策の推進

５．９億円
過重労働による健康障害防止を徹底するため、所定外労働の削減を促進すると

ともに、労使による自主的取組の促進、労働者自身の健康管理を促すチェックリ

ストの普及を図る。

また、労働者の心の健康づくりを推進するため、メンタルヘルス指針の普及定

着を図るとともに、精神科医の活用による相談体制の強化を図る。

（３）未払賃金立替払制度の適正な運営 ２８１億円
企業倒産により賃金が未払のまま退職させられた労働者に対する未払賃金立替

払制度について、迅速かつ適正な運営を行う。

（ ）３ 公正な働き方の推進 １６億円 １６億円

（１）男女雇用機会均等確保対策の推進
○ 男女間の賃金格差解消に向けての支援 ８７百万円

男女間の賃金格差の解消に向けて、労使が自主的に取り組むためのガイドラ

インの周知・啓発を行うとともに、格差の要因となっている男女間で差がみら

れる配置、昇進や業務の与え方等の改善を図るため、男女の固定的な役割分担

意識を解消するプログラムの開発・企業への情報提供を行う。

（２）不当労働行為事件にかかる審査の迅速化・的確化の促進
１．３億円

労働者の団結権等の侵害から救済するために設けられている労働委員会による

不当労働行為審査制度について、司法制度改革の一環として、審査の迅速化・的

確化を図るための見直しを行う。

（３）総合的な個別労働紛争の解決の促進 １４億円
厳しい雇用情勢等を背景に増え続ける事業主と個々の労働者との間の紛争を解

決する個別労働紛争解決制度において、紛争調整委員会によるあっせんの迅速か

つ適切な処理を確保するため、紛争の実情調査を行う専門の調査員の新設等によ

り体制の充実を図る。
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第６ 安心で質の高い効率的な医療の提供と健康
づくりの推進

安全で安心な患者本位の医療が提供されるよう、平成１６年度から始

まる医師の臨床研修必修化の円滑な実施を図るとともに、医療安全対策

や医療情報の提供、医療のＩＴ化等を推進する。また、救急医療の充実

など質の高い効率的な医療提供体制の構築を図るとともに、医療保険制

度の安定的な運営を確保する。

さらに、国民に健康上の不安がないよう、１６年度から新たに始まる

第３次対がん１０か年総合戦略をはじめ健康づくり施策を推進するとと

もに、ＳＡＲＳ等の感染症対策の充実等を図る。

１ 医師等の臨床研修必修化の円滑な実施

（ ）１８８億円 ５９億円

○ 医師臨床研修の推進 １７１億円

平成１６年度からの医師臨床研修の必修化は、良質かつ適切な医療の提供に

、 、向けた改革の基礎として不可欠なものであり 新制度の円滑な実施を図るため

研修を行う病院に必要な支援を行う。

○ 歯科医師臨床研修の推進 １１億円

平成１８年度からの歯科医師臨床研修必修化に向け、所要の準備を進める。

２ 安心で質の高い医療提供体制の充実

（ ）５３６億円 ５８５億円

（１）医療安全対策や医療に関する情報提供の推進 ２０億円

○ 医療事故に関する情報の収集・分析・提供事業の実施（新規）

１．１億円

医療事故の発生予防・再発防止のため 「第三者機関」において、医療機関、

等から幅広く事故に関する情報を収集し、これらを総合的に分析した上で、そ

の結果を医療機関等に広く情報提供していく。

○ 医薬品表示コード化による医療事故防止対策の推進（新規）

８百万円

医薬品の名称や外観が類似している製品の取り違えによる医療事故を防止す

るため、製品情報をコード表示化することを検討するとともに、医薬品の名称

や外観に関する情報データベースを整備する。
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○ 「医療安全支援センター」への総合支援 １．１億円

医療に関する患者・家族等の苦情や相談に迅速に対応するため、都道府県等

に設置された「医療安全支援センター」に対する支援を実施する。

○ 根拠に基づく医療（ＥＢＭ 、医療のＩＴ化等の着実な推進）

１０億円

根拠に基づく医療（ＥＢＭ）が実践できるようインターネット等を利用し、

最新の質の高い医療情報を医療関係者や国民に提供する。

また、電子カルテシステムの普及を図るため、地域の医療機関が電子カルテ

システムにより診療情報を交換する際のセキュリティーを重視したネットワー

クを構築するためのモデル事業を行う。

（２）救急医療の充実をはじめとする地域医療の確保
○ 救急医療体制等の整備 ３９９億円

１０床規模による必要な機能を備えた新型救命救急センターの整備をはじめ、

救急医療体制の計画的かつ体系的な整備を推進するとともに、離島などのへき

地においては、二次医療圏を越えた広域的な支援体制による医療提供を確保す

る。

（３）質の高い看護の提供 １１７億円

○ 訪問看護推進事業の創設（新規） ７．５億円

ＡＬＳ等人工呼吸器を装着しながら在宅で療養している患者等への訪問看護

の充実に向けたモデル事業の実施、がん末期患者等の在宅ホスピスケアの推進

及び訪問看護ステーションと医療機関の看護師の相互交流による研修など、訪

問看護の推進を図る。

○ 専門性の高い看護職員の育成 １．６億円
がん看護や感染管理など専門性の高い研修に対する支援を行うことにより、

質の高い看護職員の育成を重点的に促進する。

（ ）３ がん等生活習慣病対策の推進 ９４１億円 ９４４億円

（１）第３次対がん１０か年総合戦略の推進 ９２億円
○ がん研究の推進 ６６億円

がんの罹患率と死亡率の激減を目指して、発がんの分子機構等に関する研究

を更に進めるとともに、革新的な予防・診断・治療法の開発、がん患者の生活

の質の向上、がんの実態把握とがん情報の発信に関する研究に取り組む。

また、効果的な医療技術の確立を目指した臨床研究を推進する。

○ がん予防の推進 １４億円

生活習慣等の行動変容を図りがんの罹患率を減少させるため、がん予防に関

する知識の普及啓発を推進する。
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○ がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備 １２億円

全国的に質の高いがん医療が提供できる体制を整備するため、地域がん診療

拠点病院の整備を促進するとともに、がん診療施設情報ネットワークの対象施

設の拡充等を図る。

地域がん診療拠点病院 ５０施設 → ８０施設

（２）健康づくり施策の推進 ８４９億円

○ 健康づくりのための「食育」の推進 ４．３億円

糖尿病等を予防するため食生活の指針を策定するとともに、外食料理の栄養

成分表示や健康に配慮したメニューの提供等を普及する。

また、健康づくり支援者（ヘルスサポーター）による地域における健康づく

りのための活動を支援する。

○ 未成年者の喫煙防止対策の推進 ８百万円

未成年者の喫煙率が依然として高いことを踏まえ、各地域において幅広い関

係者の参加のもと、未成年者の喫煙防止対策が推進されるよう、地域での連携

手法等の方策について検討する。

○ 「健康日本２１」の中間評価に向けた取組の推進 １１百万円

「健康日本２１」の目標項目等を踏まえた評価を行い、その後の運動の推進に

反映させるため、２００５年の中間評価に向けた取組を進める。

４ ＳＡＲＳ等感染症・疾病対策の推進

， （ ， ）１ ８１６億円 １ ８０７億円

（１）ＳＡＲＳ等感染症対策の充実 ７２億円

○ 感染症発生動向把握システムの構築 １．４億円

「基本方針２００３」における「モデル事業」＞＜

、 、保健所に届出のあった感染症に関する情報を全国規模で迅速に収集し 国民

医療関係者等に還元するためのシステムを構築する。

○ 医療提供体制の充実 ７億円

・ＳＡＲＳ等重篤な感染症の初期診療を行う機関として、感染症患者とその他

の患者との接触を避けるための専用外来部門の整備を推進する。

・感染症指定医療機関の維持・運営に対する財政支援を強化し、良質かつ適切

な医療提供体制の確保を図る。

・感染症指定医療機関のスタッフを対象とした院内感染防止等に関する実地研

修を行う。
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○ 動物由来感染症対策の強化 ７１百万円

国内外の動物由来感染症の発生状況に関する情報の収集・分析・提供、予防

のための正しい知識の普及等を行う。

○ 検疫体制の強化 １億円

ＳＡＲＳ等新たな感染症の国内侵入を防ぐため、迅速なウイルス検査ができ

るリアルタイムＰＣＲ装置を検疫所に導入するなど、検疫体制の強化を図る。

○ ＳＡＲＳ等新興・再興感染症研究の推進 １７億円

ＳＡＲＳの検査法の迅速化やワクチン開発等、新興・再興感染症に関する研

究を推進する。

○ 国際疾病センター（仮称）の設置（新規） ４６百万円

国立国際医療センターに、国際疾病センター（仮称）を設置し、ＳＡＲＳ等

の新興感染症の発生地域に専門家チームを派遣し、診断・治療、発生原因の究

明等を実施する。

（２）肝炎対策の推進 ６４億円

老人保健法に基づく健康診査など各種健康診査の場を活用した肝炎ウイルス検

査の実施、肝炎・肝硬変・肝がん等の予防及び治療法の研究、肝炎ウイルス感染

者に対する保健指導や肝炎に関する正しい情報提供など、Ｃ型肝炎等緊急総合対

策を引き続き推進する。

（３）ポリオ予防接種による２次感染者への対応（新規） ９百万円

野生株によるポリオ症例がなくなった後（１９８０年以降）のポリオ生ワクチ

ンによる２次感染者に対し、医療費等を支給する。

（４）移植対策の推進 ２７億円
○ 臓器移植対策の推進 ５．２億円

医療関係者とあっせん機関の連携を強化するとともに、一層の普及啓発の推

進を図る。

○ 造血幹細胞移植対策の推進 １８億円

骨髄移植コーディネーターの専任化を進め、骨髄移植のあっせん体制を強化

するとともに、骨髄ドナー登録者の拡大を図る。また、より移植に適した細胞

数の多いさい帯血の確保を図り、さい帯血提供体制の充実を図る。

（５）難病対策の推進 １，０７３億円

難治性疾患に関する調査・治療研究の推進により原因の究明や治療法の確立等

を目指すとともに、難病相談・支援センターの整備の推進など難病患者のニーズ

を踏まえたきめ細かな保健医療福祉施策の充実連携を図る。
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（６）ハンセン病対策の推進 ４６０億円

ハンセン病療養所入所者の療養を確保し、退所者の社会生活に対する支援など

により福祉の増進を図るとともに、ハンセン病資料館の拡充等、ハンセン病患者・

元患者の名誉回復を図る観点から更なる普及啓発の充実を図る。

（７）エイズ対策の推進 １０５億円

正しい知識の普及啓発や検査・相談体制の充実を図るとともに、医療の提供、

研究開発等の推進を図る。特に、青少年を対象とした教育及び啓発事業を文部科

学省と連携しながら新たに実施するとともに、大都市における休日のＨＩＶ検査・

相談事業をモデル的に実施する。

（８）リウマチ・アレルギー対策の推進 １１億円

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症、膠原病などの免疫アレル

ギー疾患の発症機序の解明、診断・治療法の開発を推進するとともに、正しい情

報の普及啓発を図る。

（９）シックハウス対策の推進 ３．３億円

シックハウス症候群の原因分析、診断・治療法の研究等の対策を関係省庁と連

携しつつ、総合的に推進する。

５ 安定的で持続可能な医療保険制度運営の確保

， （ ， ）８兆１ ２３８億円 ７兆７ ５２１億円

○ 政府管掌健康保険、国民健康保険、老人保健制度等に係る医療費国庫

負担 ８兆１，２３８億円

・診療報酬改定 △１．０％

診療報酬本体 ±０％

薬価等 △１．０％
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第７ 障害者の自立・社会参加の推進と良質な
福祉サービスの提供

障害者の自立と社会参加を推進するため、新障害者プランに基づき、

、 、住まいや働く場の確保 地域における自立の支援等を推進するとともに

支援費制度の着実な実施を図る。また、精神障害者の保健福祉施策や、

障害者雇用及び職業能力開発を推進する。

さらに、ホームレスの自立支援等基本方針を踏まえた施策を推進する

とともに、福祉サービスの質の向上など、良質な福祉サービスを提供す

るための体制整備を進める。

１ 障害者の地域生活を支援するための施策の推進

， （ ， ）６ ４３２億円 ６ １８６億円

（１）新障害者プランの推進 １，４２６億円

ノーマライゼーションの理念の下、共生社会の実現を図り、障害者が身近な地

域で自立した生活を送れるよう、グループホーム等、個人の多様なニーズに応じ

た各種の福祉サービスの充実を図る。

地域生活援助事業（グループホーム） ３，６８５人分増

（２）支援費制度の着実な実施 ３，４７９億円

障害者がサービスを選択できる支援費制度を着実に実施するため、ホームヘル

プサービスなど各種のサービスに必要な経費を確保するとともに、都道府県及び

市町村の支給決定事務の円滑化・適正化等を支援する。

（３）障害者の社会参加の推進 ６２億円

障害者のＩＴ利用による情報バリアフリーに積極的に取り組むため、障害者

ＩＴサポートセンターを整備し、障害者を対象としたパソコン教室の開催やパソ

コンの利用方法を教えるボランティアの養成・派遣等を推進する障害者ＩＴ総合

推進事業を実施するとともに、身体障害者補助犬の育成や視聴覚障害者の情報・

コミュニケーション支援事業の推進を図るなど、障害者の社会参加推進のための

事業を総合的に推進する。

（４）特別児童扶養手当及び特別障害者手当等 １，２１２億円
平成１５年の消費者物価の下落分（マイナス０．２％～０．４％の見込み）の

特別児童扶養手当及び特別障害者手当等の額の改定を行う。

（平成１６年４月実施）

・手当額への影響（△０．２％の場合）

特別児童扶養手当（月額）１級 円 → 円５１，１００ ５０，９５０

２級 円 → 円３４，０３０ ３３，９３０

特別障害者手当（月額） 円 → 円２６，６２０ ２６，５４０



26

（ ）２ 精神障害者保健福祉施策の充実 ５８８億円 ５７０億円

○ 精神障害者の社会復帰対策の推進 ２２８億円

精神障害者の社会復帰を促進するため、居宅生活支援事業及び社会復帰施設

の充実を図るとともに、いわゆる社会的入院患者の退院を支援するための事業

を実施する。

○ 適切な精神医療の推進 １８億円

在宅の精神障害者の症状悪化に対し、身近な地域において早期に適切な医療

を提供できる体制を確保するため、休日・夜間対応の精神科初期救急医療輪番

システムの整備を促進する。

○ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療体制の

整備 ２６億円

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療等のため、指定入院医

療機関の整備、精神保健判定医の養成等を行う。

（ ）３ 障害者雇用対策の推進 ８０億円 ７８億円

（１）雇用と福祉の連携による重度障害者対策の推進 ９．２億円

○ 障害者就業・生活支援センター事業の充実 ８．２億円

障害者に対する就業及び日常生活に係る相談、助言等を実施する「障害者就

業・生活支援センター」の設置箇所を増大し、事業の推進を図る。

４７か所 → ８０か所

（２）精神障害者対策の推進 ３．１億円

○ 精神障害者の職場復帰支援事業の創設（新規） ３９百万円

休職中の精神障害者の円滑な職場復帰に向け、精神障害者及び事業主への専

門的な相談援助等を行う事業を実施する。

（３）障害者の雇用機会の拡大 ６８億円

○ 障害者試行雇用事業の拡充及び職場適応援助者（ジョブコーチ）によ

る事業の推進 ２５億円

事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践的な能力

を取得させ常用雇用へ移行するため試行雇用事業を拡充する。

また、授産施設等と連携して、障害者の就職先に職場適応援助者（ジョブ

コーチ）を派遣し、職業的自立のための実践的な支援を行う事業を推進する。

○ 求職者情報のインターネットによる提供（新規） ８０百万円

公共職業安定所に求職登録している障害者の求職者情報（障害種別、部位、

資格経験等）をインターネットにおいて公開する。
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４ 多様かつ効果的な障害者職業能力開発の推進

（ ）６５億円 ４８億円

（１）公共職業能力開発施設における障害者訓練の拡充 ５３億円
障害者職業能力開発校が設置されていない地域において、職業能力開発校を

障害者職業能力開発のモデル校に指定し、地域における障害者訓練機会の拡大を

図る。また、訓練支援サポーター等を配置することにより、障害者訓練の拠点整

備を図る。

（２）事業主や社会福祉法人等の民間を活用した実践的な就業訓練の拡充

１２億円
○ 多様なニーズに対応した委託訓練の実施（新規） １１億円

特例子会社、重度障害者多数雇用事業所、社会福祉法人等の多様な委託訓練

先を開拓し訓練を実施するとともに、個々の受講生に対応した訓練カリキュラ

ムの調整を行う障害者職業訓練コーディネーターを配置する。

○ ＩＴ技術付与のための遠隔教育の推進（新規） ３２百万円
遠隔教育を実施している民間教育訓練機関と障害者等の居住地のＮＰＯ等の

パソコンボランティアとの連携により、重度身体障害者等の訓練施設への通所

が困難な者に対して、民間教育訓練機関を活用した訓練機会の提供を図る。

（ ）５ 福祉サービスの質の向上等 ５９億円 ６４億円

○ 福祉サービスの第三者評価等の推進 ３．６億円

都道府県が第三者評価機関の育成支援や評価調査者の養成研修などを積極的

に実施できるよう支援するとともに、新たに指導者養成研修事業を実施するな

ど、第三者評価事業の普及・定着の促進及び均質化を推進することにより、良

質な福祉サービスの提供を図る。

また、運営適正化委員会における苦情解決事業の推進を図る。

○ 福祉に携わる人材の養成、確保及び資質の向上 １２億円

日本社会事業大学に新たに福祉マネジメントに関する専門職大学院を設置

し、幅広い視野と高度な知識・技術を持った福祉専門職業人を養成するなど、

質の高い福祉人材の養成・確保を図る。

○ 地域福祉権利擁護事業など地域福祉の推進 ４３億円

痴呆性高齢者等判断能力の不十分な者に対し、福祉サービスの利用援助や日

常の金銭管理等を行う地域福祉権利擁護事業を推進する。

また、生活福祉資金貸付制度について、より活用しやすい制度となるよう資

金種類の整理統合等の見直しを行う。
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６ ホ ー ム レ ス の 自 立 支 援 等 基 本 方 針 を 踏 ま え た 施 策 の

（ ）推進 ３０億円 ２７億円

○ 自立支援事業等の拡充 ２０億円
生活相談・指導、職業相談、健康診断等を行う自立支援事業や、巡回相談活

動等を行う総合相談推進事業、都市雑業的な職種の情報収集・提供等を行う能

力活用推進事業を拡充するとともに、広域的な事業の展開が可能となるよう事

業主体の拡大を図る。

また、自立支援事業について、ホームレス数が少ない自治体等においても事

業に取り組みやすいよう運営の弾力化を図る。

○ 保健衛生の向上（新規） ３５百万円

ホームレスの衛生状態の改善や保健・医療の確保を図るため、入浴等のサー

ビスを提供する衛生改善事業、保健所等による健康相談等を行う保健サービス

支援事業を新たに実施する。

○ 求人開拓、求人情報の提供の充実 ４２百万円

自立支援センター設置地域の公共職業安定所に「ホームレス就業開拓推進員

（仮称 」を配置し、ホームレスの個々の就業ニーズや職業能力に応じた求人）

開拓や求人情報等の収集・提供を行うとともに、事業主に対する啓発活動を

行う。

７ 生活保護制度の適正な実施

， （ ， ）１兆７ ４８９億円 １兆５ ２１７億円

○ 生活扶助費等

国民の消費動向や社会経済情勢などを総合的に勘案し、生活扶助基準等の改

定を行う （平成１６年４月実施）。

・標準３人世帯（３３歳男、２９歳女、４歳子、１級地－１）

月額 １６２，４９０円 → １６２，１７０円（△０．２％）

○ 老齢加算の段階的廃止

一般低所得高齢者世帯の消費実態を踏まえ、老齢加算を段階的に廃止する方

向で見直しを行う。

、 （ ） 、※ 生活保護負担金については 三位一体の改革 国庫補助負担金見直し において

官房長官、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、自民党政調会長及び公明党政調会

長の６者の間で「生活保護負担金の見直しについては、自治体の自主性、独自性を

生かし、民間の力も活用した自立・就労支援の推進、事務執行体制の整備、給付の

在り方、国と地方の役割・費用負担等について、地方団体関係者等と協議しつつ、

検討を行い、その結果に基づいて平成１７年度に実施する」と合意された（平成

１５年１２月１０日 。）
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第８ 医薬品・食品の安全性等の確保

平成１４年の薬事法及び採血及び供血あつせん業取締法の改正や１６

年４月の独立行政法人医薬品医療機器総合機構の設置等を踏まえ、市販

、 、 、後安全対策の充実強化 審査体制等の整備 血液の安定供給の確保など

医薬品・医療機器の安全対策等の充実を図る。

また、国民の健康保護の観点から、新食品衛生法等に基づき、残留農

薬基準の策定や食品添加物の安全性確認、消費者等とのリスクコミュニ

ケーションの充実、輸入食品等の安全対策の強化など食品安全対策を引

き続き推進する。

１ 医薬品・医療機器の安全対策等の充実

（ ）１２７億円 １３７億円

（１）医薬品・医療機器の市販後安全対策等の充実強化 ６．７億円

○ 独立行政法人医薬品医療機器総合機構の設置による安全対策業務の充

実強化 ２．９億円

（ 「 」 。） 、・独立行政法人医薬品医療機器総合機構 以下 新機構 という において

従来国が実施していた副作用等報告の受理・収集業務を行うとともに、集積

した副作用等情報に基づく解析等の調査を実施するなど、安全対策業務の充

実を図る。

・医薬品と同様、医療機器に関する安全性情報等の提供業務を行うとともに、

消費者に対する相談窓口を設置する。

○ 市販後安全対策等の充実強化 １．３億円

薬事法改正により医療機関及び薬局からの副作用等報告が法定化されたこと

を受けて、副作用等報告の質的・量的拡大を図るための普及啓発や電子報告シ

ステムの開発、報告内容・範囲の標準化等を推進する。

○ 生物由来製品感染等被害救済制度の創設（新規） ２０百万円

医薬品副作用被害救済業務に加えて、新たに、生物由来製品を介した感染等

による疾病、障害又は死亡に対し、医療費等の救済給付等を行う生物由来製品

感染等被害救済業務を実施する。
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（２）医薬品・医療機器の審査体制等の整備 １６億円

○ 独立行政法人医薬品医療機器総合機構の設置による審査業務の充実

５．６億円

これまで国立医薬品食品衛生研究所医薬品医療機器審査センター、医薬品副

作用被害救済・研究振興調査機構及び財団法人医療機器センターで行ってきた

医薬品・医療機器の審査関連業務を新機構において一元的に行うとともに、バ

イオ・ゲノムの時代に対応できる質の高い審査を行い、より有効でより安全性

の高い医薬品・医療機器等をより早く提供するための体制整備を行う。

○ 第三者認証制度の導入に向けた体制整備（新規） ４百万円

人体へのリスクが比較的低いと考えられる医療機器・体外診断薬について、

厚生労働大臣が基準を定めて、登録認証機関が当該基準への適合性を認証する

第三者認証制度の導入に向けた体制整備を行う。

（３）血液の安定供給の確保等 １７億円

○ 血液製剤の国内自給に向けた献血の推進 １．８億円

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の施行に伴い、血液製剤の

安定供給と国内自給に向けた献血の推進を計画的に実施するため、都道府県、

政令指定都市等における血液確保目標量の達成に向けた効果的な取組を一層推

進する。

（４）化学物質の安全性対策の強化 ２８億円

○ 化学物質情報基盤システムの構築（新規） ５０百万円

化学物質について、効率的な安全性評価の推進を図るため、審査情報、安全

性点検情報及び事業者から報告された有害性情報等を一元的に管理する情報基

盤システムを、関係省庁と連携し、整備する。

○ 難分解・高蓄積性化学物質の毒性調査の実施 ７９百万円

平成１５年５月に改正された「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」

に基づき、第一種監視化学物質として指定される難分解性・高蓄積性の既存化

学物質（平成１６年度 ４物質）について、簡易な毒性試験法による毒性調査

を実施する。
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２ 国民の健康保護のための食品安全対策の推進

（ ）１６０億円 １６３億円

（１）新食品衛生法に基づく基準の策定等の推進 １８億円

○ 残留基準が設定されていない農薬等の基準策定の計画的な推進（ポジ

ティブリスト制の導入） ６億円

残留基準が設定されていない農薬、動物用医薬品等の食品中への残留を禁止

する措置の導入（新食品衛生法公布後３年以内）に向けて、基準等の設定を計

画的に推進する。

残留基準の設定に必要な分析法の開発

農薬 平成１６年度 ７０品目

動物用医薬品等 平成１６年度 ５９品目

○ 食品添加物の安全性確認の計画的な推進 １２億円

長い食経験等を考慮して使用が認められている既存添加物について、安全性

に問題がある場合は使用を禁止できる制度が導入されたことから、既存添加物

の毒性試験等の安全性確認を計画的に推進する。

さらに、国際的に安全性が確認され、かつ、広く用いられている食品添加物

について、必要な場合には国が指定のための安全性確認を行う。

既存添加物の安全性確認

９０日間反復投与毒性試験 平成１６年度 ２４品目

慢性毒性・発がん性併合試験 平成１６年度 １８品目

○ 食品汚染物質の安全性検証の実施（新規） ４２百万円

長期にわたる摂取による健康への影響が懸念される食品中の汚染物質のう

ち、重金属について各食品別の濃度や摂取量を調査し、安全性の精密な検証を

行う。

（２）消費者等への情報提供の充実 ２９百万円

（ ）○ 食品安全に関する情報提供や意見交換等 リスクコミュニケーション

の充実 ２１百万円

食品安全に関する施策についての国民の理解や信頼を構築するため、的確な

情報提供や消費者等との意見交換を行う懇談会、シンポジウムの開催などリス

クコミュニケーションの取組を一層充実する。

消費者等との懇談会、シンポジウムの開催 年１４回

○ 消費者の視点に立った食品表示制度の推進 ８百万円

食品表示について、関係府省との連携・協力のもとに、引き続き消費者の視

点に立った一元的な見直しを行うとともに、相談及び普及啓発等を推進する。
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（３）輸入食品等の安全対策の強化 １２６億円

○ 輸入食品の監視体制等の強化 １９億円

輸入食品の過去の違反状況、危険情報等を踏まえた輸入食品監視指導計画に

基づき検疫所が行うモニタリング検査の充実を図るとともに、港湾の２４時間

フルオープン化に対応するため、輸入食品監視支援システムの機能改善を行う

など輸入食品監視体制等の強化を図る。

モニタリング検査計画件数 平成１６年度 ７３，９８１件

○ 健康食品等に対する監視体制等の充実強化 ７４百万円

いわゆる健康食品等について、健康保持増進効果等に関する虚偽誇大広告等

禁止制度や不適正表示の改善指導のための啓発指導、インターネットによる監

視を行うとともに、自治体の食品衛生監視員及び薬事監視員に対する研修を実

施するなど、監視体制の充実強化を図る。

○ 食肉の安全確保対策の推進 ３３億円

、 、と畜検査におけるＢＳＥ全頭検査の実施について 引き続き特別措置として

、 。検査キットの整備に対する補助を行うとともに 検査技術の研修等を実施する

また、食肉・食鳥肉の安全性を確保するため、新たに獣畜及び家きんの疾病

に関する診断法を最新の科学的知見に基づいて再評価し、標準化を図る。

（４）食品の安全に関する研究の推進 １５億円

食品の安全管理体制の高度化に関する研究のほか、先端科学を応用した遺伝子

組換え食品の検知法及び安全性評価手法の開発、重金属等汚染物質の健康影響評

価のための安全性調査研究など、食品の安全性確保に係る研究を推進する。

３ 安全で良質な水の安定供給

（ ， ）９６５億円 １ ０６４億円

○ 水道施設の整備 ９６４億円

すべての国民に安全で良質な水道水の供給を行うとともに、地震・渇水に強

い水道づくりを着実に推進する。

（ ）４ 麻薬・覚せい剤等対策の推進 １４億円 １４億円

○ 青少年に対する薬物乱用防止の普及啓発（新規） １２百万円

児童生徒以外の青少年に対する薬物乱用防止の啓発活動の強化を図るため、

未成年労働者等を対象とした予防啓発活動を展開する。

○ 取締体制の強化 ５．７億円

潜在化・巧妙化する外国人薬物密売組織や暴力団等による組織的な薬物密輸

を摘発するため、取締体制を強化する。
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第９ 科学技術の振興

最先端科学を活用したがん等の予防・診断・治療法を開発するととも

に、国民の健康と安全を守るため、国際的な健康危機管理体制の強化や

食品、医薬品等の安全確保に関する研究を推進する。

また、医薬品・医療機器産業の国際競争力を確保するため、治験推進

体制の充実や疾患関連たんぱく質解析等の基盤研究を推進するととも

に、基盤技術の研究開発体制を整備する。

１ 最先端科学の活用による疾病の予防と診断・治療法の

（ ）開発 ５９億円 ５５億円

○ 最先端科学を活用したがん研究の推進 ４６億円

厚生労働科学研究として、ゲノム等の最先端科学を活用したがんの革新的な

予防・診断・治療法の開発等を推進する。

○ 循環器系疾患等の生活習慣病対策の推進 １３億円

心臓病、脳卒中、糖尿病等に対する効果的な治療技術を確立するための臨床

研究を推進するとともに、新しい治療法の有効性評価等を行う。

（ ）２ 国民の健康上の安心・安全の確保 ８５億円 ８０億円

○ 健康危機管理体制の強化 １８億円

ＢＳＥやＳＡＲＳ等の発生に対する国際的な感染症分野での研究を強化する

とともに、国民の健康被害を最小限にするため、感染症等の発生動向の監視評

価、国内外の情報収集と解明のための国際機関等とのネットワークのあり方

や、国際的な健康危機管理に必要な人材養成に関する研究を推進する。

○ 食品・医薬品等の安全確保に関する研究の推進 ５０億円
食品の安全性確保のための研究のほか、医薬品・医療機器の製造承認段階か

ら市販後までの総合的な規制手法や生物由来医薬品等のリスク評価・管理手法

の開発、化学物質の迅速かつ効率的な毒性評価法の開発等を推進する。

○ 医療安全確保等に関する研究の推進 １７億円

医療事故の発生頻度を把握することや医療機関の安全性と質に関する合理的

な指標の開発など、医療の安全と質の確保等に向けた研究を推進する。
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３ 医薬品・医療機器産業の国際競争力の確保

（ ）４８億円 ３１億円

（１）基盤研究の推進 ３７億円

○ 治験推進体制の充実 １１億円

国内における治験の空洞化を防ぐため、がんや循環器病などの疾患群ごとに

複数の医療機関によって形成する大規模治験ネットワークを拡充する。

○ 疾患関連たんぱく質解析の推進 ６．６億円

高血圧、糖尿病、がん、痴呆等の患者と健康な者との間のたんぱく質の種類・

量を比較し、疾患に特有のたんぱく質を同定し、データベース化することによっ

て、画期的な医薬品開発を支援する。

○ ナノメディシン関連研究の推進 １３億円

ナノテクノロジーを応用し、より精密な画像診断技術や生体適合性の高い新

材質、より有効性・安全性の高い医療機器・医薬品の研究開発等を推進する。

○ 身体機能の解析・補助・代替のための機器開発の推進 ７億円

バイオテクノロジー、ＩＴ等の先端的要素技術を効率的に組み合わせ、生体

機能を立体的・総合的に解析し、補助・代替する機能を持つ、新しい医療機器

の開発を推進する。

（２）医薬基盤技術研究施設の整備（新規） ８億円

医薬品・医療機器分野における、ゲノム科学、たんぱく質科学等の先端的技術

を活用し、その成果を医薬品等の開発に橋渡しするための基盤的な研究開発及び

研究資源の適切な提供を目的とする中核的な研究施設を整備する。

（３）先進医工学センター（仮称）の設置（新規） ２．４億円

国立循環器病センターに、先進医工学センター（仮称）を設置し、ナノテクノ

ロジーを駆使した高度先端医療機器等の開発及び実用化を図る。
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第１０ 各種施策の推進

（ ）１ 国際社会への貢献等 ２７４億円 ２８７億円

（１）国際機関を通じた国際的活動の推進 １７５億円

○ 世界保健機関（ＷＨＯ）等を通じた活動の推進 １０５億円

世界保健機関（ＷＨＯ 、国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）への拠出等）

を通じ、ＳＡＲＳをはじめとする新興感染症、エイズ及び結核等の再興感染症

それぞれへの対応や食品の安全対策の国際的な活動を推進する。

○ 国際労働機関（ＩＬＯ）を通じた活動の推進 ６７億円

国際労働機関（ＩＬＯ）への拠出等を通じ、労働者の基本的な権利の実現、

人材育成、能力開発等の国際的な活動を推進する。

（２）開発途上国に対する国際協力等の推進 ４０億円

○ ＡＳＥＡＮ諸国に対する保健医療、福祉、労働分野の協力

１．５億円

ＡＳＥＡＮ＋日本社会保障ハイレベル会合の開催を通じた福祉、保健医療分

野の政策協議の実施及び労使関係の安定化に関する支援など、ＡＳＥＡＮ諸国

への支援を行う。

なお、技術協力事業が総合的かつ効率的に行われるよう、開発途上国の行政

官等への研修等の一部について、国際厚生事業団（ＪＩＣＷＥＬＳ）から独立

行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）に移管する。

（３）不就労・不法就労対策の強化等外国人雇用対策の推進 ９．５億円

日系人無業者による犯罪の増加等に対処するため、地元日系人コミュニティへ

の訪問相談等、日系人不就労対策を新たに実施し、不法就労の防止に向けた関係

機関との情報交換体制を強化するとともに、外国人労働者の適正な就労を推進する。

（ ）２ 戦傷病者・戦没者遺族の援護 ６０７億円 ６６９億円

○ 戦傷病者等の労苦継承に関する検討 ５０百万円

戦傷病者等が体験した労苦を後世代に伝えることを目的とした戦傷病者等労

苦継承事業（仮称）について、これまでの調査検討を踏まえ、事業の基本設計

を行う。

○ 戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定の実施 ４５百万円
埋葬者資料が残っているなど一定の条件を満たす戦没者の遺骨について、引

き続きＤＮＡ鑑定を実施する。
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○ 援護年金 ５６３億円

恩給に準じ、援護年金の額を据え置く。

（ ）３ 中国残留邦人等の支援 １７億円 １８億円

○ 中国帰国者自立研修センターにおける職場体験学習の実施（新規）

６百万円

帰国者２・３世の就労意欲の向上を目的として、自立研修センターにおける

日本語研修を強化するとともに、新たに実際の職場を経験させることにより、

日本の雇用慣行等の体得及び職場で必要な実践的日本語能力の習得を図る。

○ 中国帰国者支援・交流センターの充実 ６３百万円

数多くの帰国者等が定着している九州地域における継続的自立支援の拠点と

して、九州中国帰国者支援・交流センター（仮称）を福岡県に開設し、より地

域性を生かした支援体制の整備を図る。

また、高齢帰国者の引きこもり防止施策として、高齢帰国者が恒常的に通え

る日本語教室を各地のボランティア等の協力を得て開催し、親しみやすい日本

語習得及び他の帰国者等との交流の場を提供する事業をモデル的に実施する。

， （ ， ）４ 原爆被爆者の援護 １ ５７１億円 １ ５８６億円

○ 保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進

原爆被爆者に対する健康診断の実施、医療の給付及び諸手当の支給のほか、

在外被爆者に対する支援、調査研究及び国立原爆死没者追悼平和祈念館の運営

等を行う。

なお、原爆被爆者に支給する諸手当については、平成１５年の消費者物価の

下落分（マイナス０．２％～０．４％の見込み）の額の改定を行う。

（平成１６年４月実施）

・原爆諸手当額への影響（△０．２％の場合）

医療特別手当（月額）１３８，３８０円 → １３７，９７０円

・平成１６年１月下旬に平成１５年の年平均の消費者物価指数が確定するの

を待って、次期通常国会に年金額等の物価スライドの特例措置を講ずるた

めの法案を提出することとする。
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５ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進

（ ）１８億円 １９億円

○ 生活衛生関係営業の振興のための支援

生活衛生関係営業者の再生等を支援するため、新たに都道府県生活衛生営業

指導センターに「再生支援等特別相談窓口」を設け、経営指導体制の強化を図

るほか、地域住民の身近な場所である一般公衆浴場（銭湯）を活用し、健康増

進の観点から入浴に関する正しい知識の普及や実践的な指導等を行う。


